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研究成果の概要（和文）： 
本研究は、グローバル経営の立場からも緊密度が増す日本、中国、韓国の東北アジア地区に

おける各国の SCM 性能を、国による文化の違いを考慮した上で国際比較を行うことを企図した
研究である。SCM 性能を経営成果に直結させるためには、組織能力と情報技術活用力の相乗効
果が不可欠であるという共通構造とともに、例えば日本においては卓越した現場力の裏返しと
して、マネジメント力の不在が問題として挙げられるなど、国別の SCM 改革への指針に対する
知見を導出することができた。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 This research is intended to investigate the cross-national comparison of supply chain 
operational performance and its potential factors in East Asian countries, Japan, South 
Korea and China, respectively. The results indicated that the structure in generating 
successful SCM of these countries could be considered similar in the aspect of 
organizational ability and IT utilization ability. And the country-specific strengths 
and weaknesses were also examined in order to develop the findings towards effective and 
efficient SCM. 
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１．研究開始当初の背景 
変化の時代への対応のために、調達から製

造、販売までのサプライチェーンで必要な情
報を共有・連携し、補充活動を変化に同期さ
せる SCM（サプライチェーンマネジメント）
重要性が叫ばれ久しい。SCM の目的は市場の

変化に対して俊敏かつ的確に対応し得る体
制の構築による競争力の強化と、収益性の向
上であり、多くの企業で SCM性能向上のため
の取り組みがなされている。 

研究代表者らは、企業における SCM性能を
測定するためのツールとして、SCM ロジステ
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ィクススコアカード（LSC）がある。LSCの大
きな特徴の一つとして、業種に依存しない汎
用性を有し、共通の枠組みの下で SCM性能が
測定できることが挙げられる。また、LSC に
よって抽出される SCM性能が ROAやキャッシ
ュフロー、棚卸回転といった財務的なパフォ
ーマンス指標としての経営成果に結びつく
ことを定量的に実証されている。 

一方、企業を取り巻く競争環境は急激にグ
ローバル化が進み、国際的な競争力強化が不
可欠である。 
グローバル SCMの観点からは、貿易総量で

今や米国を凌ぐ中国の急激な経済発展や、仁
川や釜山などの国際ハブ化政策などが進む
韓国の躍進が目覚ましい。IMD（国際経営開
発研究所）による世界競争力ランキングにお
ける順位は、中国 19位、韓国 22位、日本 26
位と、我が国にとっては、厳しい評価が下さ
れている。 

その一方で、同様の国際ランキング指標に
WEF（世界経済フォーラム）によるグローバ
ル競争力ランキングが存在するが、ここでは
日本は 6 位とされ、中国の 13 位、韓国の 22
位を上回る結果が示されるなど、必ずしも画
一的な評価がなされている訳ではなく、ラン
キングを算出する際の評価観点に依存した
ものであると考えられる。 

 
２．研究の目的 
 そこで、本研究は LSCを用いた SCM性能と
いった観点からの国際比較を行うものであ
る。LSC に関する調査は、これまで、日本、
中国、タイ、フィンランドについて行われて
きたが、本研究では、これまでの実施してき
た調査から蓄積されたデータベースおよび
それに基づく SCM性能と経営成果との関連性
メカニズム等の研究成果を、東北アジア地区
に着目し拡張を試みる。具体的には、新たに
韓国を調査対象に加えることで、日本、韓国、
中国といったグローバル SCMの立場からも現
在急激にその緊密度が高まる三カ国を対象
とした比較を行う。また、比較に際しては、
国による文化の違いを含めた SCM効率化阻害
要因の解明と、それを打破するための指針を
与え得るツールを開発することを目的とす
る。 
 
３．研究の方法 
（1）LSCデータ 
 本研究で用いる SCM性能は、LSCデータよ
り抽出する。LSCは、「企業戦略と組織間連携」、
「計画・実行力」、「ロジスティクス・パフォ
ーマンス」、「情報技術の活用の仕方」といっ
た 4つの大項目と、それぞれ 5段階のレベル
をもつ計 22の評価項目から構成されており、
これらの自己評価を通じ、自社の強み・弱み
を客観的に把握するための簡易ベンチマー

キングツールである。各項目、レベル１から
進み、各レベルの全ての条件を満たすところ
までをその評価点とし、例えばレベル 2とレ
ベル 3の中位に位置すると思われる場合には、
2.5というような回答を許す形で収集した。 

日本企業に関しては、2001年度より日本ロ
ジスティクスシステム協会等との連携の下
に継続的にデータ収集が行われており、今回
の女性を受け、新たに 2008年度より行った
調査活動を通じて得られたデータを加えた
サンプル総数は 1037となった。 
また、中国企業に関しては、2006年に行っ

たデータ収集を加えた 236サンプルの回答を
得た。 
韓国企業に関しては今回、韓国貿易協会を

はじめとする現地機関の協力の下に、202サ
ンプルを得た。 

 
（2）文化指標データ 
 LSCは各評価項目について、自社のオペレ
ーションレベルに関する自己評価を行うも
のである。各評価項目別に 5段階のレベル内
容を明示的に示してはいるものの、評価者の
主観を完全に排除することは難しい。とりわ
け国際比較を行う際には、国による文化の差
異を考慮することが重要であると考えられ
る。そこで、本研究では、Hofstedeによる 4
つの文化指標、不確実性回避性向（UAI）、集
団主義対個人主義（IDV）、権力格差（PDI）、
男性らしさ対女性らしさ（MAS）を用いる。
分析に用いる各国の文化スコアは表１に示
す通りである。  

表 1 各国の文化指標 

 UAI IDV PDI MAS 
日本 92 46 54 95 
韓国 85 18 60 39 
中国 30 20 80 66 

 
４．研究成果 
（1）LSC総得点分布 
各国の LSC総得点、ならびに 4つの大項目別
の平均得点を示したものが、表 2である。 
 

表 2 各国の LSC 得点 

 
総得点 

大項目 
1 2 3 4 

日本 63.3 3.03 2.87 2.78 2.84 
韓国 66.3 3.14 2.90 2.85 3.03 
中国 67.1 3.35 3.00 2.88 2.88 

 
総得点については、中国、韓国、日本の順と
なった。これは先に述べた IMDによる世界競
争力ランキングの順位と符合した結果と捉
えられる。また、LSC 総得点について、各国
の分布状況を示したものが図１である。 



図１ LSC総得点分布 
 
 韓国については、全般的に日本に比べ、高
得点よりの分布となっている。これは、昨今
の韓国企業の国際ハブ政策などをはじめと
する SCMへの取り組み・関心の高さを裏付け
るものと考えられる。 
 また、中国に関しては、総得点の平均値そ
のものは高いが、分布においては山が二つ存
在するなど、国内における地域格差をはじめ
とする二極化の様相が窺われる結果と捉え
られよう。 
 
（2）LSC大項目別得点比較 

各国の LSC大項目別平均得点を示したもの
が図 2である． 

図 2 各国大項目別平均値 
 

ここにおいても日本企業は全ての項目で
他の二国に劣るといった結果が得られた。 

項目別にみると、韓国は大項目 4の「情報
技術の活用の仕方」に関する得点が高い。こ
れは韓国においてトップダウン的に行われ
ている IT推進政策などの奏功を裏付ける結
果と考えられる。 
また、大項目 1「企業戦略と組織間連携」

については、中国の得点が高い結果となった。
Guanxiをはじめとする連携重視傾向の表れ
とも取れる。 

しかしながら、LSC各評価項目の得点は、
主観的な要素を含むため、文化的な違いがそ
の得点にも影響を及ぼすことが考えられる。
例えば、Self-criticismと評される日本人は
5段階評価などにおいて、やや控えめな評価
を行ったり、中間的な 3点を挙げる傾向が考
えられるなどといった具合である。 

先に挙げた文化スコアと LSC各評価項目と
の相関分析を行ったところ、総得点や大項目
別得点のみならず、ほとんどの評価国目別得
点との間に強い相関関係が観測された。 

そこで、この文化スコアを説明変数とした
回帰分析を LSC各評価項目に対して行い、そ
こから得られる残差を文化補正後の LSC得点
と捉え、大項目別に改めて集計し、比較をし
た結果が図 3である． 

図 3 文化補正後の各国大項目別平均値 
 
その優劣にはやや違いが現れ、大項目 3の

「ロジスティクス・パフォーマンス」につい
ては、日本企業に強みがある。納期・納品順
守率など、強力な現場力の裏付けが窺われえ
る結果といえよう。 

その一方で、情報技術の活用など、韓国企
業との比較においては、依然として大きく水
をあけられている。日本企業の SCM改革、性
能の底上げが急務であることが示唆される
結果と捉えられよう。 
 

（3）SCM構造比較 
 補正前後で優劣関係に差が観測されるな
ど、LSC評価項目の得点は、文化の影響を少
なからず受けると考えられる。 
 そこで、ここでは、LSCに関する先行研究
に倣い、各国の LSCデータに因子分析を適用
する。これは、LSC各評価項目に関するオペ
レーション性能は、その背後に潜むより少数
の SCM性能と呼ぶべき性能因子によって決定
されるとの考えに根差したものである。ここ
では、この SCM性能因子の構造に基づいた比
較を試みる。 
日本企業における因子分析の結果、主因子

法の初期解として固有値が 1以上の因子が 3
つ抽出された。抽出された因子の意味づけを
容易にすると同時に、その独立性を保持する
ためバリマックス回転を行ったところ、累積
寄与率は 45.0％であった。表 3は、回転後の
因子負荷行列である。 

各因子に対して最も高い因子負荷量に色
を付してある。 

第 1因子は、顧客リードタイムや在庫回転
率、納期遵守率ならびにその計画実行精度と
いった大項目 2、3に含まれる項目と関連性



が強いことからここでは、これを「パフォー
マンス指標」と名付けた。 

また、第 2因子については企業戦略の在り
方や組織間連携に関する大項目 1と関連性が
強いことから、「組織能力指標」と捉えた。 
第 3因子については、大項目 4との関連性

が強いことから「IT活用力指標」とした。 
 

表 3 日本における SCM性能構造 

 
同様の分析を韓国、中国に適用した結果が

表 4、表 5である。それぞれ 3因子が抽出さ
れ、負荷量や因子の抽出順など細かい差異は
あるものの、概ね同様の解釈が可能な因子が
3つ抽出された。 

 
表 4 韓国における SCM性能構造 

 
つまり、東北アジア地区三カ国においては、

SCMに関連したオペレーション性能は、パフ
ォーマンス指標、組織能力指標、IT活用力指
標といった 3つの観点に大別されて評価され
ているといった共通的な構造があると考え
られる。 
大きな特徴は SCMにおいて、企業戦略や組

織間の連携性といったいわゆる組織能力と
ツールとしての情報技術が全く別物として

捉えられているという点である。 
 

表 5 中国における SCM性能構造 

 
共通的な解釈が可能な因子構造を有して

いたため、すべてのデータをプールした上で
改めて因子分析を行ったところ、やはり「パ
フォーマンス指標」、「IT活用力指標」、「組織
能力指標」と解釈される 3つの因子が抽出さ
れた。また、先の比較とは異なり、文化スコ
アによる補正の前後においてほとんど差は
認められなかった。表 6は文化補正後のスコ
アを用いた因子負荷行列を示したものであ
る。 

 
表 6 東北アジア三カ国共通の SCM構造 

 
そこで、改めて、この構造を東北アジア三

カ国の共通的な SCM性能構造と捉え、国別の
SCM構造と同様に、組織能力指標と IT活用力
指標が独立した性能因子として抽出されて
いることに着目する。 

これは、フィンランドや、そのデータに多
くの外資系企業を含むタイの LSCデータから
は抽出されなかった構造である。両国におい
ては、組織能力と情報技術活用力は同一の因



子として抽出されている。つまり、これらが
互いに表裏一体の不可分な存在として認識
されていると考えられる構造を有している
のである。 

日本企業における SCM性能と経営成果との
関連性を分析からは、組織能力と IT活用力
指標はそれぞれ単独では、経営成果にむしろ
悪影響を及ぼしかねず、相互補完的な相乗効
果が不可欠であるとの結果が得られている
（図 3）。 

図 4 SCM性能と経営成果 
 
その意味において、これらが別尺度で評価

されていることは東北アジア三カ国の SCMに
潜む共通的な弱みになり得ると考えられる。 
 
（4）LSC診断システムの構築 
 以上、本研究では、LSC データを用い、日
中韓三カ国の SCM性能に関して、国による文
化の違いを考慮した上で比較検討を行った。
LSC データそのものは少なからず文化の影響
を受けるものの、SCM 性能自体の構造は比較
的文化の違いに対して頑健であることが示
唆されるとともに、三カ国共通の潜在的問題
点に関する知見が得られた。 
 これを踏まえ、LSC 回答企業に対し、この
SCM 性能による国別のデータベースに基づく
ベンチマーク情報を提供する診断システム
を構築した。これにより、LSC 評価項目の自
己評価を通じ、自身の強み・弱みを客観的に
把握することを可能にするだけでなく、それ
らを組織として共有化し、共通認識として醸
成することで、企業戦略としての SCM改革の
方向性を示唆するツールとして学術的のみ
ならず実務的にも意義のあるものであると
考えらえられる。同様の診断システムはこれ
までにも日本においては既に広く活用され
ているものであるが、今回、新たな知見を含
めることができたことに加え、韓国版の診断
システムの構築に成功した。これにより、韓
国貿易協会を通じた大々的なデータ収集を
はじめとし、継続的な連携関係の構築に成功

するなど今後の活用も期待される。 
 各国の財務データの更なる収集に基づく、
SCM 性能と経営成果との関連性メカニズムの
解明などを今後の課題としたい。 
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